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※ 現行の大綱に、今回の見直し内容を見え消し（修正部分は取消し線、追加部

分は網掛け）で記載。ただし、資料を除く。 
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Ⅰ 第５次行財政改革大綱策定の背景 

 
 

１ これまでの行財政効率化及び改革の取組 

 
本市では、国や他の自治体に先駆けて、平成６年度に市政リストラ対策推進

本部を設置したのを皮切りに、平成２２年度まで、４次にわたって行財政の効

率化及び改革に取り組んできました。  

 

【市政リストラ対策推進本部（平成６～７年度）】 

バブル崩壊後の厳しい経済環境の下で、効率的な行財政運営及び住民サービ

スの向上に努めるため、平成６年度を「財政再建元年」と位置付け、「市政リス

トラ対策推進本部」及び六つの実践班を設置し、２年間の取組を行いました。  
各実践班における具体的な検討内容として、「市税徴収対策班」では、市税

の徴収率の向上を図るため、徴収体制や徴収方法等を検討し、全庁的な職員の

応援による休日の臨宅徴収の実施や口座振替制度の一括利用の奨励、市税納税

講座の実施等を行いました。  
「財源確保対策班」では、国県補助金の積極的な獲得に取り組み、「公共料

金見直し対策班」では、証明書発行手数料、住民票閲覧手数料、家庭奉仕員派

遣事業負担金、下水道受益者分担金、保育所入所児童保護者負担金等の見直し

について検討を行いました。  
「事務効率化対策班」では、効率的な事務執行による超過勤務時間の削減や

ケチケチ作戦、節電等の経費節減に取り組みました。  
「審議会等見直し対策班」では、各種審議会等の見直しを行い、６７の検討

対象のうち１２件を廃止し、また、補助団体等への支援の在り方を見直しました。  
「民間委託見直し対策班」では、委託内容の見直しや更なる委託化について

の検討を行い、電算業務の一元契約化による委託経費の節減や、集会所、児童

遊園等の維持管理の地元町内会への委託化を推進しました。  

 
【（第２次）行財政効率化大綱（平成８～１２年度）】 

この大綱は、平成６年１０月に国から示された「地方公共団体における行財
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政改革のための指針」に基づき、市政リストラ対策推進本部での成果や課題を

踏まえ、七つの措置事項を盛り込み、策定したものです。  
その後、国の税制改正や長期化する厳しい経済情勢の影響で税収が低迷する

など、市財政は深刻な危機に陥ったことから、平成１０年度を「市財政再建の

ための一大改革のスタート」の年として、大綱の見直しを行いました。  
この５年間での取組の内容は、「事務事業の見直し」として、毎週金曜日に

実施していた市民課窓口業務の延長※の廃止や、事務服支給の取りやめ、作業

服の全庁一括購入等、事務事業の整理合理化を図るとともに、敬老記念品の廃

止・敬老祝金の見直しや市長の私的諮問機関に係る謝礼金の見直し、朝霞市、

志木市及び和光市との４市消防※の統合、清掃業務の委託化等を推進しました。

また、１０５の協議会から退会、５６団体の運営費助成及び１５団体の事務費

助成を廃止・削減するなど、補助金等の見直しにも取り組みました。  
「時代に即応した組織・機構の見直し」として、平成８年１０月及び平成１１

年１０月に機構改革※を実施するとともに、繁忙期の各部署間における応援体

制の確立等を行いました。  
「定員管理及び給与の見直し」としては、定員適正化計画の策定や、４役（市

長、助役、収入役及び教育長）の給料の減額、特殊勤務手当を始めとした各種

手当の見直し等を行い、「効果的な行政運営と職員の能力開発等の推進」として

は、管理職昇任資格取得試験制度の導入や、行政手続条例の制定による行政手

続の適正化を図りました。  
「行政の情報化の推進等による行政サービスの向上」として、庁内ＬＡＮ※

の整備及び１課に１台のパソコンの導入を実現し、「会館等公共施設の管理運営

の合理化」としては、引き続き朝霞市、志木市及び和光市との４市公共施設の

相互利用を推進しました。  
「財源確保対策の推進」としては、納期前納付報奨金制度※の廃止や水道料

金のコンビニエンスストア納付の導入、保育料の改定や青少年海外派遣事業※

の派遣費用における本人負担金の導入等を行いました。  

 

【第３次行財政効率化大綱（平成１３～１７年度）】  
この大綱は、これまでの効率化の集大成として策定したもので、「大胆で柔

軟な発想による行財政運営」「更なる職員の意識改革と資質向上」「市民と行政

の協働によるまちづくり」の三つを基本方針とし、聖域のない見直しを念頭に、

更なる効率化に取り組みました。  
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「更なる効率化を進めるために」、事務事業評価システム※の導入や市で保有

する大型バスの運転業務の委託化、勤労青少年ホームへの指定管理者制度※の

導入、新設保育園の公設民営化、学校給食調理業務の委託化、小学校の統廃合

や余裕教室の有効活用、水道料金の改定や水道検針票への広告掲載等、各種事

務事業の見直しや財政の健全化・効率的運営に取り組みました。  
「効率的な執行体制を確立するために」、係長級への昇任資格取得試験の導

入、通勤手当を始めとした各種手当の見直し、職員定数の更なる削減等を行い

ました。  
「真の住民自治の確立に向けて」、市立集会所における簡易な維持管理業務

の町内会への委託化等を更に推進しました。  

 

【財政改革推進本部（平成１６～１７年度）】  
第３次行財政効率化大綱の推進期間中である平成１６年度には、国の三位一

体の改革※による地方交付税※、国庫補助金等の大幅な減額や、長引く景気の低

迷に伴う市税収入の落ち込み等により、市の財政が危機的な状況に陥ったこと

から、緊急事態として財政改革推進本部と三つの検討部会を設置し、歳入歳出

の両面から聖域のない見直しを行いました。  
「受益者負担適正化部会」においては、都市計画税の段階的引上げや国民健

康保険税（介護分）、下水道使用料の引上げ等を行いました。  
「施設使用料適正化部会」においては、公民館・コミュニティセンターの有

料化や体育館使用料の見直し、各種がん検診・基本健康診査に係る検診料への

自己負担の導入等を実施しました。  
「補助金・負担金適正化部会」においては、敬老祝金の見直し、高齢者配食

サービス、重度要介護高齢者手当・介護手当、心身障がい者医療・福祉手当の

見直し、特色ある教育推進事業の廃止等を行いました。  

 

【第４次行財政改革大綱（平成１８～２２年度）】  
三位一体の改革や長引く景気の低迷による市税収入の落ち込み等により、従

来型の財政運営の効率化、歳出削減の手法のみでは必要な財源を確保すること

が極めて難しい状況となったことから、それまでの「効率化大綱」を「改革大

綱」へと改めて策定し、五つの改革の柱に基づき、痛みを伴う聖域のない改革

を実行することとしました。  
「改革の柱１ 内部努力による経費節減、財源確保、事務の効率化」として、
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職員定数の削減や各種手当の見直し、指定管理者制度の導入を進めるとともに、

機構改革、電子申請システム※の導入等を行いました。また、不用市有地の積極

的な売却や駐車場としての貸付けを行うなど、財源の確保にも取り組んでいま

すみました。  
「改革の柱２  都市基盤整備等の投資的事業のスローダウン」として、新座

駅北口土地区画整理事業※のスローダウンを決定し、道路改良１０か年基本計画※

の凍結を継続する一方、土地開発公社経営健全化計画※に基づき、公社の債務

残高の大幅な削減を達成し、将来負担の軽減に努めました。  
「改革の柱３  サービス水準・受益者負担の適正化」としては、毎年度、各

種事業や補助金・負担金について、サービス水準・受益者負担の適正化の観点

から見直しを実施し、下水道使用料の改定や諸証明書等交付手数料の見直し、

シャトルバスの廃止や集団資源回収事業奨励金の見直し等を行いました。  
「改革の柱４ 市民との協働による自立した行政の確立」として、ボランティ

ア・地域活動支援室を設置し、市民の方々によるボランティア活動のきっかけ

づくりやその支援を行うとともに、市ホームページの改良等による市民と行政

との情報の共有化を推進し、市民参画の促進を図りましたています。  
「改革の柱５  市政運営への経営感覚の導入」としては、将来を展望した本

市独自の魅力あるまちづくりを進めるため、観光都市にいざビジョン及びアク

ションプランの推進に取り組んでいるところですみ、すぐそこ新座春まつりの

開催やイベント等に合わせたオープンカフェの設置、観光ロゴマークやイメー

ジキャラクター「ゾウキリン」の決定、特産品である「にんじんうどん」等の

販売支援などを通じて観光都市にいざを市内外にＰＲし、来訪者や定住者の増

加による地域の活性化に取り組みました。  

 
このように、本市では職員定数の削減や職員に支給する諸手当の見直し、市

の業務の民間委託化等の内部努力による経費節減に努めるとともに、各種制度

の見直しや使用料・手数料の改定等、市民の皆様の御理解と御協力を頂きなが

ら、積極的に行財政の効率化及び改革に取り組んできました。  
その結果、平成６年度から平成２１２２年度までの取組の成果として、これ

までに約１５５１４０億円の財源確保及び経費節減を図ることができました。 
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 平成６年度以降の行財政効率化及び改革の取組による効果額一覧 

 年 度 
効 果 額 

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

市政リストラ対策推進本部 
                 51 億 9,5208,555

万円

行財政効率化大綱                  

22 億  657 万円
行財政効率化大綱（見直し）                  

第３次行財政効率化大綱 

(財政改革推進本部分を含む)

                 5448 億

5,1448,925 万円

第４次行財政改革大綱※ 
                 7267 億

5,5153,875 万円

合 計 
                 155140 億

8372,013 万円

 ※ 第４次行財政改革大綱の効果額には、平成２２年度分を含みません。 

 
☞ 参考資料 Ｐ．２２～ 

  資料１ 第４次行財政改革大綱に掲げる各推進事項の実施目標及び達成状況 

  資料２ 第４次行財政改革大綱推進期間における指定管理者制度の導入検討状況表 

  資料 1１ 行財政の効率化及び改革の成果 

 

２ 本市の現状と課題 

 

地方分権の進展によって自治体間競争が更に加速し、地方自治体に主体的な

まちづくりが求められる中で、少子高齢化の進行、高度情報化の進展、市民の

環境への関心の高まりやライフスタイルの多様化などを背景として、行政運営

に対する市民要望はますます高まっており、地方自治体が果たすべき役割は、

あらゆる分野において、今後より一層複雑多岐に及んでいくことが予想されま

す。  
本市においても、全国的な傾向と同様に少子高齢化の傾向が続いており、特

に高齢化率については、全国平均より低いものの、現在、およそ５人に１人で

ある６５歳以上の割合が、平成２７年には４人に１人に迫る勢いで、今後急速

に上昇するものと見込まれます。  
また、本市では、これまでも、東京都に隣接しているという立地から、東

京２３区並みのサービス水準を求める市民要望が強く、埼玉県内の他市より

も高い水準に合わせたサービスを提供してきましたが、これに加え、 近の

平成２０年度に実施した市民意識調査※の結果からは、都市基盤や施設整備等

のハード面の整備のほか、福祉・保健の充実、防災・防犯対策の推進といっ

たソフト面の向上も強く求められており、市民要望が多様化してきているこ
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とが読み取れます。  
さらに、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災を契機として、これ

まで以上に市民が安全・安心に暮らすことのできるまちづくりが求められてい

ます。その中でも、老朽化が進んでいる公共施設の耐震化は本市にとって喫緊

の課題となっており、特に耐震診断の結果、補強が必要と判定された市庁舎に

ついては、市民の皆様の利用も多く、また、有事の際には防災活動の中枢を担

う施設であることから、早急に対応を図る必要があります。その他の公共施設

についても更新の時期を迎えているものが多く、改修による長寿命化に合わせ

て耐震補強等の安全対策を図っていかなければなりません。  
  このような状況においても、市では、市民サービスの維持・向上を図り、様々

な課題や市民要望に的確に対応していかなければならず、そのためには、まず

は徹底した歳出の削減と歳入の確保により、財政状況の改善を図ることが求め

られています。あわせて、長期的な視点に立ち、将来にわたって安定した財政

基盤を確立するため、土地区画整理事業の実施等、一時的に大きな負担が生じ

る施策であっても将来にわたって市税収入の増加につながる施策ものについ

てもは、積極的に推進していく必要があります。  
  また、地方分権の進展に伴って高度化・専門化する行政事務に的確に対応す

るため、体制の整備と職員の資質の向上を図ることが求められていますが、現

状の限られた人員と財源で、今後、多様化する全ての市民要望に応えていくこ

とは困難であることから、ります。そのため、本市の特徴であるまちづくり意

識の高いＮＰＯや住民団体、企業等のが多いという強みをいかし、多様な主体

との更なる連携・協働を推進し、市民サービスの充実を図ることも必要となっ

ています。  
一方、これまでは、市民の皆様の御理解と御協力の下、適正な受益と負担の

観点から聖域なく事業の見直しを行い、新たな負担をお願いすることもありま

したが、現下の厳しい社会経済情勢下では、市民生活等への配慮も必要とされ

ています。このため、今後は、サービスの削減・市民負担の増加による財政健

全化一辺倒の施策によって市全体の活力を弱めることのないよう、限られた財

源を有効に活用し、真に必要なサービスを提供する「選択と集中※」の考えの

下、必要な施策を適切に推進することにより、市財政のみならず、本市全体の

活力向上を図ることも求められています。  
 

☞ 参考資料 Ｐ．２３ 

  資料３ 人口の見通し 
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３ 財政の現状と見通し 

 

 本市では、前述のとおりこれまで継続的に行財政の効率化に取り組み、事業

の見直しや経費節減を図ってきたところです。特に三位一体の改革の影響によ

り、非常事態ともいえる状況となった平成１６年度には、財政改革推進本部を

設置し、歳入歳出両面から聖域のない見直しを行いました。  
平成１７年度からは土地開発公社経営健全化計画に基づき、公社所有地を平

成２１年度までの５年間で買い戻したことにより、平成１６年度末に約１０４

億円あった債務残高を平成２１年度末には２６億円まで減額してきたところで

す、その後も継続的に買戻しを行ってきたことで、平成２４年度末には公社の

債務残高はゼロになる見込みであります。本市の一般会計、特別会計に水道事

業会計及び土地開発公社を合わせた債務残高は、平成１７年度末の約７６５億

円をピークに平成２１２３年度末には約６５５６３１億円まで減少しており、

将来負担の軽減に努めています。  
また、平成１１年度には平成２５年度までを計画期間とした職員定数削減計

画を策定し、平成１０年度には約８７億円であった人件費を平成２１２３年度

には約７４７２億円まで、１０１２年間で約１３１５億円削減することで、財

源の確保を図りました。  
しかし、近年の歳入歳出決算の状況に目を向けると、少子高齢化の進展に

加え、長引く景気低迷などの影響により生活保護費が急増したことや児童手

当制度の改正等により、平成１２年度に約３６億円であった扶助費は、平成

２１２３年度には約８８１２８億円となり、９１１年間で２３．５倍以上の

水準へと大幅に増加しています。三位一体の改革における所得税から住民税

への税源移譲により、歳入の中心である市税は多少の増額が見られるものの、

増加を続ける扶助費等の経常的支出の不足分を賄うには程遠く、経常収支比

率も依然として９０％を超える高い水準で推移しています。  
さらに、平成５年度には１６０億円を超えていた普通建設事業費が近年では

大幅な減額により５０６０億円前後となるなど、投資的な財政需要に柔軟な対

応をとることが非常に難しい状況となっています。  
将来の見通しにおいても、更なる少子高齢化の進展により本市の生産年齢人

口が減少し続ける見込みであることから、個人市民税等の税収の大きな伸びは

期待できず、ない状況であります。また、地方交付税については、国の政策に

より大幅な増減が生じる可能性もあり、将来を通じて安定的な財源として見込
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むことはできない状況にありずます、さらには、社会保障と税の一体改革に伴

う消費税増税による影響が経済に与える影響も不透明な状況であります。  
このような中で、高齢化率は上昇し、今後も福祉サービスを受ける方は増加

する見込みとなっており、市の歳出に占める福祉関係費の割合が大きくなって

いくものと考えられます。  
さらに、本市では、昭和４０年代から５０年代までにかけて人口が急激に増

加したことに伴い、保育所や小中学校、公民館、福祉関連施設等の公共施設を

集中的に整備したため、現在、これらの施設が建築後３０～４０年を経過し、

改修時期を迎えています。また、急速に進められた学校建設等には市の土地だ

けで対応することが不可能であり、借地によって対処したものも多く、今後、

これらの借地は、相続の発生等により買取りの要望が寄せられる可能性もあり、

財政運営上の大きな課題となっています。  
このように厳しい財政状況が恒常化しつつある中、本市の抱える懸案や様々

な課題に対応していくためには、経費節減や事業の選択はもとより、常に適正

な受益と負担に配慮し、今後も引き続き厳しい姿勢で行財政改革を推進するこ

とで本市の財政規模に応じた均衡の取れた行財政システムを構築し、持続可能

な財政運営への転換を図る必要があります。  

 
 

☞ 参考資料 Ｐ．２４～ 

  資料４ 人件費・職員数の推移 

  資料５ 経常収支比率の推移 

  資料６ 財政力指数の推移 

  資料７ 市債及び公社債務残高の推移 

  資料８ 市税の推移 

  資料９ 扶助費の推移 

  資料１０ 普通建設事業費の推移 
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Ⅱ 行財政改革大綱の位置付け 

 
 
  平成２２年１２月に策定した「第４次基本構想総合振興計画（基本構想）」は、

本市における行政運営の も基本的な指針となるもので、本市が展開する施策

とこれを実現する事務事業は、原則的にすべ全て基本構想に集約されるべきで

あり、このことは行財政改革における取組についても例外ではありません。  
  行財政改革は、行財政システムを見直し、より質の高いサービスをより低い

コストで提供することを目的としており、基本構想に盛り込まれた施策を、効

率的・効果的に実現するための手段であると位置付けられます。  
  したがって、基本構想にうたわれている「基本構想の推進のために  行財政運

営」の項目の推進については、本大綱及び本大綱の実施計画が担うこととしま

す。また、基本構想に位置付けられた各分野の事業を推進する基本計画やその

他の個別計画、各種事務事業の実施に当たっては、常に行財政効率化の視点に

立つ必要があることから、本大綱及び本大綱の実施計画を図のように明確に位

置付けることにより、基本構想の一翼を担うものとして機能させることとしま

す。 

 

 

  

 

  

 

 

行財政運営 市民協働 市民生活 福祉・健康 
教育･生涯学習
文化･スポーツ 都市整備 観光 
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Ⅲ 推進事項 

 
 

改革の基本方針 

 
  本市では、平成６年度に市政リストラ対策推進本部を設置して以来、これま

での長期にわたる行財政効率化及び改革の取組において、既に様々な経費節減、

事務事業の見直し等を行い、一定の成果を上げてきたところですが、今後は、

従来と同様の発想や手法を用いるだけでは、更に大きな成果を上げることは難

しいと考えられ、これまで以上に厳しい姿勢・大胆な発想で行財政運営の見直

しを図っていく必要があります。  
  そこで、限られた財源と人的資源の中で、社会経済情勢や市民要望の変化に

的確に対応していくための新たな改革のステップとして、既存の事務事業や各

種サービス、補助金・負担金から公共施設に至るまで、必要性や効果の薄れた

ものについては思い切って廃止・縮小・統合（スクラップ）し、それによって

生み出された財源を新たな事業、新たなサービス、新たな施設整備等へ投入し

ていくこと（ビルド）が必要となります。  
このため、第５次行財政改革大綱においては、改革の基本方針を  

 
 
 
 

と掲げ、スクラップ・アンド・ビルドの取組を通じて、歳入の確保や歳出の削

減を図り、健全な財政を維持することによって、市民満足度の高いサービスを

持続的に提供し、本市の特性をいかしたまちづくりを進めます。そして、地方

分権の進展に伴い自治体間競争の時代と言われる中にあっても、多くの方に選

ばれ、「住んでよかった、ずっと住み続けたい」と思っていただけるまちの実現

を目指します。  
  また、本大綱の推進に当たっては、次の三つの改革の柱を掲げ、その実効性

を確保することとします。  
一つ目の柱として、「選択と集中による行財政運営の推進」を掲げ、事務事

『スクラップ・アンド・ビルド』による改革の断行 

～持続力・競争力のある行財政の確立を目指して～ 
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業の効率性や成果を絶えず評価し、検証することによって、増大する歳出を抑

制するとともに、市民サービスの向上につながるなど投資効果の高い事業には

大胆に財源を投入して取り組んでいきます。  
  二つ目の柱として、「組織改革・職員改革と行政の効率化・高度化の推進」を

掲げ、職員資質の向上を図るための人事評価制度※の導入や、組織機構の見直

し、情報通信技術などを活用した行政サービスの効率化や高度化を目指します。 
  三つ目の柱として、「連帯と協働による市民力アップと民間活力の更なる活

用」を掲げ、市民満足度の向上や経費の節減を図るため、指定管理者制度を始

めとした民間委託を新たな視点から聖域なく進めるとともに、市民への積極的

な情報提供により、更に一歩進んだ市民参画の実現に努めます。  
これらの基本方針や三つの改革の柱を通じて、引き続き厳しい行財政運営が

見込まれる中にあっても、限られた財源と人的資源を有効活用しながらより一

層経営感覚を高め、財政状況の改善と並行して将来にわたり質の高い行政サー

ビスを持続的に提供していくこととします。
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第５次行財政改革大綱 体系図 
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１ 選択と集中による行財政運営の推進 

 
  厳しい財政状況の中で自立した行政運営を行うためには、社会経済情勢の変

化等も反映を注視しながら、自主財源の安定的な確保に努めるとともに、絶え

ず歳出の見直しを行い、財政基盤の強化を図ることが必要です。  
  そのため、歳入については、引き続き市税等の収納率の向上に努め、新たな

財源の確保策についても幅広く検討し、積極的に実施していきます。  
  歳出については、事務事業評価制度※を実効性あるものとして確立し、ＰＤ

ＣＡサイクルにより新たな視点で事務事業や補助金・負担金の見直しに取り組

み、必要性や効果が薄れたものは、廃止、整理するなどして徹底した歳出の抑

制に努め、捻出した財源は、真に必要な事業へと投入していきます。  
  さらに、喫緊の課題である市庁舎の耐震化整備を図るとともに、課題である

耐用年数を迎えた公共施設の計画的な改修改築については、計画的な推進に努

めるとともに、併せて既存施設の統廃合も含めた公共施設の再配置について検

討します。  
なお、施設の建設や改修改築に当たっては、省エネルギー・新エネルギー施

設の導入について検討するなど、維持コストの削減や環境への配慮に努めます。 

 
 ⑴ 歳入の確保 

 ア 市税等収入の確保  
    市の財源の根幹である市税について、適正かつ公正に賦課徴収するため、

未申告者に対する申告指導等をより一層推進するとともに、納税しやすい

環境の整備や、滞納者に対する早期対応、徴収体制の連携強化等を図ります。 
    また、保育料や介護保険料を始めとする市税以外の市の債権については、

近年、滞納額が増加傾向にあることから、市民負担の公平性を確保するた

め、徴収マニュアルを整備し、全庁的に統一的な徴収方法を確立すること

で、滞納者への対応を強化します。  
イ 創意工夫による積極的な歳入確保 

  未利用の市有地・市有施設等について、民間も含め幅広く売却や貸付け

を行うなど資産の有効活用を図るとともに、国や県の補助金を始めとした

各種補助金等の獲得に努め、積極的な歳入の確保に取り組みます。  
また、市街化調整区域の有効活用や、地域経済の活性化を図ることによ
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り、長期的な視点で税収の伸びるまちづくりに取り組み、将来にわたり安

定した財源の確保に努めます。  
  ウ 受益者負担の適正化 

  受益と負担の公平性の観点から、公共施設の使用料や行政サービスの手数料等

の見直しを行い、社会経済情勢の変化に応じた制度の適正化を図ります。 

 

 ⑵ 歳出の見直し 

  ア 事務事業評価制度の確立 

事務事業評価システムを本市の実情に合った実効性のある制度として

確立し、Plan（計画）→Do（実行）→Check（検証）→Action（改善）の

サイクルに基づき、その必要性、効率性、成果等を重視した事務事業の再

編・整理や補助金・負担金の見直しを進めます。  
イ 職員の定員管理・給与の適正化 

  職員定数削減計画に基づき、計画的な職員定数の削減に努めるとともに、

業務量等に合わせた適正な職員配置に努めます。  
また、職員給与については、国の給与制度や民間の給与実態等を考慮し、

給与水準や制度の適正化を図るとともに、各種手当の見直し等を行います。 
ウ 大型事業の計画的推進  

    土地区画整理事業や道路整備事業等、財政運営への影響が大きい大型事

業であっても、長期的な視点に立ち、税収の伸びるまちづくりに取り組む

ために必要なものについては、実施していかなければなりません。  
 そこで、厳しい財政状況の中でも、様々な施策を確実に推進していくた

めに、大型事業の推進に当たっては、常に市の財政の現状と将来の見通し

を念頭に置いて施策の選択を行い、計画的な事業の推進に努めます。  
 

 ⑶ 公共施設の計画的・効率的なマネジメント 

  ア 計画的な公共施設の改修改築 

市庁舎については、耐震診断の結果、震度６強以上の地震に対し、倒壊・

崩壊する危険性があるという判定となったことから、改修や建替え等の耐

震化に向けた検討を早急に進め、適切な対応を図ります。 

また、本市が所有する多くの施設の老朽化が進み、今後一斉に更新時期

を迎えることから、「市有建築施設の改修改築方針※」に基づく計画的な改

修改築の推進により、安全性の確保と長寿命化に努めると同時に、市財政

へ与える負担の軽減を図ります。  
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  イ 戦略的・効率的な公共施設の再配置 

    公共施設の整備や改修改築を行う際には、既存施設と同様の施設の建設

や、既存施設と同様の施設への改修改築を行うのではなく、将来の見通し

を踏まえて的確な需要分析を行い、周辺の施設を廃止し、その地域に必要

な機能を集約した新たな複合施設を建設するといった手法も検討するな

ど、スクラップ・アンド・ビルドの考えの下、公共施設の戦略的・効率的

な再配置を検討します。 

 
 

２ 組織改革・職員改革と行政の効率化・高度化の推進 

 
地方分権の進展により、自己決定・自己責任の原則の下で地域の実情に応じ

た行政運営を行うことが求められていることから、新たな行政課題に迅速に対

応でき、より専門性を兼ね備えた組織が必要とされています。  
そのため、高度化・多様化する市民要望を的確に捉えて質の高いサービスを

提供できるよう、組織機構の見直しを行うとともに、組織を支える職員の能力

開発や意識改革に取り組みます。  
  また、外郭団体※への市の関与の在り方等については、改革の視点を持ち、

時代のニーズを勘案しながら見直しを行います。  
  さらに、高度情報化の推進や近隣自治体との連携による効率的な事務事業の

実施に努めます。  

 
 ⑴ 組織の再編・見直し 

 ア 効率的な組織・体制づくり 

    組織体制については、これまでも効率的な体制となるよう適宜見直しを

行ってきたところですが、今後も限られた人員を効果的に配置し、多様な

市民要望や新たな行政課題に迅速に対応し得る、柔軟性や機動性のある組

織となるよう、随時再編・整備を図ります。  
  イ 組織の活性化 

問題意識が高く、職員相互の議論や事務改善の提案が活発に行われるい

きいきとした組織を形成するために、互いに情報や認識を共有し、改革改

善に取り組む組織へと体質を改善し、新しい発想が生まれやすく、更に仕事

の見直しにつながる事務改善の提案をしやすい職場環境づくりに努めます。  
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  ウ 外郭団体への支援や委託事務の見直し 

  市の外郭団体について、公益法人制度改革※等を契機として、市の関与

の在り方や支援の方法、委託事務の見直し等について改めて検証を行い引

き続き検討します。  

  
⑵ 職員の能力向上と意識改革 

  ア 人材育成の推進 

  地方分権の進展に伴い、組織を支える職員には、政策形成能力や専門的

知識が求められるとともに、限られた職員数で効率的な行政運営を進めて

いくため、高い事務処理能力や多様化する行政課題への対応能力が求めら

れます。  
そのため、人材育成基本方針※に基づき、時代の求めに応じた知識や能

力を有する職員の育成に努めます。  
  イ 職員の資質向上に資する人事評価制度の導入 

  職員一人一人が責任とやりがいを持って仕事に取り組むことができる、

活気ある環境を作り出し、より質の高い行政サービスを提供するため、目

標とその成果に基づき適正に評価される人事評価制度を構築します。  
 

 ⑶ 効率的な行政経営システムの整備 

  ア 情報化の推進 

時代の変化に対応した行財政運営を推進するため、費用対効果を勘案し

た上で、情報通信技術を積極的に活用し、事務の簡素化・効率化を進める

とともに、市民サービスの向上に努めます。  
また、情報化を進めるに当たり、個人情報の保護を徹底し、管理意識及

びセキュリティ対策の強化を図ります。  
イ 市民満足度の高いサービスの提供 

    窓口業務の改善等、市民要望に基づいたより質の高いサービスの提供を

実現する体制づくりに取り組みます。ワンストップサービス※の導入の検

討を進めるとともに、出張所機能の充実※など、利便性の高い窓口サービ

スの提供に努めます。  
ウ 広域連携※による効率化及び市民サービスの向上 

   多様化・複雑化する行政課題に広域的に対応し、近隣自治体との連携を

図りながら、引き続き効率的な事業の実施に努めます。また、現在、市単

独で実施している事業においても、広域連携により対応することで、効率
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的・効果的な処理が可能となるものについては、導入に向けて積極的に検

討します。  

 
 

３ 連帯と協働による市民力アップと民間活力の更なる活用 

 
   市民自らの手による住民自治を実現するためには、市民と行政のがそれぞ

れの役割を認識し、お互いの理解を深めながら協働してまちづくりに取り組

む「連帯と協働のまちづくり」を促進する必要があります。  
   また、市民の価値観やニーズの変化に伴い、より多様な行政サービスが求

められる中、行政だけでは、必ずしもそれらに効果的な対応ができない状況

も生じています。  
   そのため、まちづくりへの市民参画を一層推進し、市民の皆様に市政の一

翼を担っていただくことが不可欠でありますが、その前提として市民と行政

の情報共有が必要であることから、広報機能の更なる充実を図り、行政情報

を分かりやすく積極的に提供するよう努めます。  
   また、民間の優れたノウハウを活用することにより、一段と効率的で質の

高いサービスの提供が期待できるものについては、指定管理者制度の導入を

始め、民間への業務委託等を積極的に推進します。  

 
 ⑴ 市民参画の更なる推進 

ア 市民活動の活性化 

  本市は、これまでも自分たちのまちは自分たちの手でという住民自治の

理念の下、積極的にまちづくりに携わろうとする市民の皆様の活動に支え

られてきました。今後もより一層、市民と行政が互いに自立したまちづく

りの主体として、それぞれの果たす役割と責任を自覚し、協力し合いなが

ら連帯と協働によるまちづくりを進めるとともに、ボランティアを始めと

した市民活動が活発に展開されるよう支援を進めます。  
 イ 情報の共有化 

    市民参画・協働による行政運営を推進するためには、市民と行政の信頼

関係を確立することが重要であることから、行政の透明性の向上や分かり

やすい行政情報の提供に努め、説明責任を果たすことなどにより、市民と

の情報の共有化を図ります。 
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⑵ アウトソーシングの推進 

ア 指定管理者制度の導入 

  アウトソーシングの推進のうち、特に、指定管理者制度の導入について

は、市民サービスの向上及び施設管理経費の縮減等の観点から、これまで

導入を見送ってきた施設についても導入することを原則として再検討を

行い、改めて平成２３年度に具体的な方針の整理をしますを決定しました。 
  今後、この方針に基づき導入を進めますが、施設の運営方法等に変更が

発生した場合は、適宜、指定管理者制度の導入について改めて検討を行い

ます。  
イ 民間委託化・民営化の推進 

限られた人員と財源でサービスの質を確保する中で高度化・多様化する

市民要望に対応する必要があることから、市の業務の民間委託化・民営化

を推進します。  
現在推進中の観光都市づくりについては、具体的な施策を展開する段階

を迎えていることから、観光事業の民間委託化等、更なる発展につながる

ような新たな仕組みづくりについて検討します。  
なお、公立保育園については、待機児童の解消が喫緊の課題となってい

ることから、老朽化に伴う園舎の建替えに合わせて定員拡大を図ることと

し、民営化については当面見送ることとします。  

 
☞ 参考資料 Ｐ．３３   

  資料１２ 指定管理者制度の導入方針 
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Ⅳ 推進期間 

 
 
  第５次行財政改革大綱の推進期間は、平成２３年度から平成２７年度までの

５年間とします。  
  ただし、社会情勢の変化等に伴い、本大綱に変更の必要が生じた場合には、

随時見直しを行うものとします。  
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Ⅴ 推進体制 

 
 
  行財政改革の推進に当たっては、本大綱及び実施計画に基づき「新座市行財

政改革推進本部」を中心に、全庁的な連携の下、積極的に取り組むこととし、

進捗状況等を新座市行財政改革推進委員会へ随時報告し、意見・提言を求める

こととします。  
  また、行財政改革の推進には市民の皆様の御理解と御協力が欠かせないこと

から、その取組状況や成果等を年度ごとに広報紙や市ホームページを通じて積

極的に公表します。  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

行財政改革推進委員会 

（構成員：外部の有識者） 
行財政改革推進に関する重要事項の審議 

各 担 当 課 
行財政改革の実行 

行財政改革推進本部 

（本部長：市長／構成員：市の幹部職員） 

重要事項の決定、行財政改革進捗状況の把握、総合調整、実施の指示 
市 民 

市議会 

進捗状況の報告等 意見・提言 

調査検討等の指示 報告 

取組状況･ 
成果等の 

公表 

意見 


